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  RIETI において行った調査は、従業者 50 人以上かつ資本金・出資金 3,000 万円以
上の全企業（経済産業省企業活動基本調査の調査対象）による 2006 年時点での海外へ
のアウトソーシングを対象としている。 アウトソーシングの業務は、 金型 ・ 冶具の製造、






に類の見ないユニークなものである。 海外アウトソーシング先については、 中国、 ASEAN、











































































R&D 投資は、TFP と特許申請にともにプラスに寄与していること、(2) 同一産業内で活

















中国企業の対外直接投資は 1990 年から 2000 年までは年平均で 22 億ドル程度であっ



















てきたが、締結される FTA が実際にどのような効果を有すかに関する分析は、FTA 急増
からそれほど年月が経ってないこともあり、 十分には行われてこなかった。 しかし、 FTA
が今後も増加することが予想されている現実に鑑みると、FTA の経済効果に関する分析
は求められている。 RIETI では、 東アジアで発効している FTA を中心として存在する FTA
の経済的効果について海外の研究者にも参加を呼びかけて研究を行ってきたが、浦田・
安藤[2010]はその研究成果を紹介するものである。 






に関する分析と Gravity model（重力方程式）を用いた FTA の貿易への影響に関する分








って FTA の質を評価することが可能である。 計測した指数は EU （0.53） 、 NAFTA （0.67） 、
米国・シンガポール FTA（0.39） 、日本・シンガポール FTA（0.49） 、日本・メキシコ FTA






っている FTA で自由化度が低い傾向がみられることを指摘する。 
直接投資における質の評価に関しては、 （１）市場アクセス・出資規制、 （２）内国民


















がしばしば行われてきた。ここでも FTA 加盟国間の貿易額が FTA を締結していない
国同士の貿易額よりも統計的に有意な形で大きければ貿易創出効果が認められるとし、
FTA 加盟国と非加盟国との貿易額が他の組み合わせ（FTA 加盟国同士、FTA 非加盟国同
士）よりも小さければ貿易転換効果が認められるとしている。推計結果からは、先進諸
国間の FTA には、貿易創出効果が認められたが貿易転換効果は認められず、発展途上国
間の FTA では、 貿易創出効果が認められるとともに貿易転換効果も認められたとの結果
を得ている。 
Ⅴ 





















アジア通貨単位(AMU)は、2005 年から RIETI のウェブサイトに掲載されており、多く








研究は東アジア間の地域通貨協調のあり方をも対象としており、AMU 及び AMU 乖離指
標を用いた域内為替協力の段階的アプローチを提示している。AMU および AMU 乖離指標
はアジアにおける共通通貨政策の参照通貨として利用することが考えられるが、 共通通














































































協力に大別される ODA のモダリティ）に注目している点である。 







































  援助には取引使用を伴う。 多数のドナーと無数のプロジェクトの存在が被援助国政府
の管理能力を超えてしまい、公的資金フローの効率性が大いに阻害されてしまう（援助
氾濫）可能性がある。こうした援助氾濫の問題を回避し、取引費用を削減するため、援




す win-win の政策ツールとなりうること、 世界におけるさまざまな巨大リスクを回避す
るための有効な政策ツールとなりうることを主張している。 
Ⅷ 























されない事項を IIA の例外として、IIA 上の義務の適用範囲を限定する試みが行われて
いる。もう一つは、IIA 仲裁に国家の公的措置が俎上に上がり、また通常の仲裁と異な









































































かし規律が RTA と WTO で実質的に同内容である場合， 紛争処理を WTO にも RTA にも付託
することができる．しかしその場合に，双方の紛争解決フォーラムで結論が食い違う危
険性があることに留意しなければならない。これらの課題があるにせよ，WTO 紛争解決
手続の信頼を揺るがす水準で問題が起きているとは言えず、WTO の DSU を改正する必要
性に乏しいことを指摘している。 
















反を構成する措置を導入することなく， おしなべて WTO 協定を遵守している実態が明ら
かにされている。 
これまでの WTO 活動の分析を通じて、 我が国がこのような WTO によるルール執行に裨17 
 
益してきたことは明白である。ここでの分析の結果からは、ラウンド停滞をもって無用









































伊藤隆敏,  小川英治,  清水順子 [2010]「グローバルインバランス、東アジア通貨乖離と国際
協調の必要性－AMU による分析等－」 ， （経済産業研究所ポリシーディスカッションペ
ーパー,No. 10-P-023） 
 
伊藤萬里,  八代尚光 [2011]「グローバル化と中国の経済成長」 ， （経済産業研究所ポリシーデ
ィスカッションペーパー,No. 11-P-02） 
 




－」 ， （経済産業研究所ポリシーディスカッションペーパー,No. 10-P-019） 
 
小寺彰 [2010]「国際投資協定：現代的意味と問題点－課税事項との関係を含めて－」 ， （経
済産業研究所ポリシーディスカッションペーパー,No. 10-P-024） 
 
澤田康幸,  戸堂  康之 [2010]「途上国の貧困削減における政府開発援助の役割」 ， （経済産業
研究所ポリシーディスカッションペーパー,No. 10-P-021） 
 
ソーベック [2010]「中国にとって適切なポリシーミックス」 ， （経済産業研究所ポリシーデ
ィスカッションペーパー,No. 10-P-029） 
 
冨浦英一 [2010]「日本企業のアウトソーシング－ミクロ・データによる分析－」 ， （経済産
業研究所ポリシーディスカッションペーパー,No. 10-P-020） 
 
山下一仁 [2010]「WTO と環境」 ， （経済産業研究所ポリシーディスカッションペーパー,No. 
10-P-026） 
 
若杉  隆平,  戸堂  康之 [2010] 「国際化する日本企業の実像－企業レベルデータに基づく分析19 
 
－」 ， （経済産業研究所ポリシーディスカッションペーパー,No. 10-P-027） 
 